
第３号様式（第４条第１項）  

                       平成３１年３月２０日  

 

 君津市議会議長  鈴  木  良  次  様  

 

                総務常任委員長  高  橋   明    

 

行政視察結果報告書  

 

 君津市議会行政 視察取扱要綱第４ 条第１項の規定に より、次のとおり 報

告書を提出します。  

 

記  

 

１  期日  平成３１年１月２２日（火）から  

            ２３日（水）まで  

 

２  視察先  山口県防府市、山口市  

 

３  調査事項   

 （１）移住定住促進について（防府市）  

 （２）住民主体の地域公共交通について（山口市）  

 

４  参加議員  高橋  明、奈良輪  政五、佐藤  葉子、三浦  道雄、  

       池田  文男、磯貝  清、小倉  靖幸、鴇田  剛  

 

５  経費  別紙のとおり  

 

 

  



総務常任委員会行政視察経費見込み  

 

①   宿泊日当  (14,400円×1泊＋ 3,000円×2日 )×8人    163,200円  

②   小型バス                      102,600円  

③   高速バス料金 (1,350円×往復×8人 )-3,200円      18,400円  

④   有料道路代                        0円  

⑤   旅客運賃代 ((17,650円 +17,650円 )×8人 )       282,400円  

⑥   視察先手土産代 (2,730円×2市 )            5,460円  

⑦   車賃                         6,990円  

 

 

合   計                         579,050円  

  



                山口県防府市  

 

日時：平成３１年１月２２日（火）午後２時３０分から午後４時３０分  

場所：防府市役所  

出席者：防府市議会  

    議長  松村  学  

    議会事務局  調査係長  秋里  あゆみ  

    防府市役所  

    総合政策部  総合政策課  地方創生総合戦略室長  齊藤  忍  

         〃       企画係         渋谷  壮平  

  



１  防府市の概要について  

※（  ）内は君津市  

人口：１１６，１２４人（８６０００）  

面積：１８９．３７㎢（３１８）  

一般会計：３９８億円（３２８）  

議員数：２５名（２４）  

 

 防府市は、本州 の西端、山口県の 中央部に位置して います。南部の広 大

な平野に市街地が広がり、沿岸部には工業地帯が形成されています。また、

アジア諸国に比較 的近く、九州とも 隣接しているため 、古くから交通の 要

衝となっています。  

 現在の市域とな った昭和３０年（ １９５５年）の人 口は、９６，４８ ０

人 で し た が 、 昭 和 ４ ０ 年 ・ ５ ０ 年 ・ ６ ０ 年 と 着 実 に 増 加 し 、 平 成 ８ 年   

（１９９６年）には、これまでで最も多い１２０，６０７人となりました。

その後は、微減ながら、ほぼ横ばいで推移しています。  

 防府は、古くは「娑婆（さば）」という名で史書に登場し、市内には古墳

時代後期の古墳が多く残されています。  

 ７世紀後半には 、当時の周防国を 治めるための国府 が置かれ、政治・ 文

化の中心地として栄えました。「防府」の地名は周防の国の国府に由来して

います。  

 平 安 時 代 に は 、 菅 原 道 真 公 の

霊 を 慰 め る た め 、 日 本 三 天 神 の

ひ と つ と 称 さ れ る 防 府 天 満 宮 が

建 立 さ れ ま し た 。 そ の 後 、 門 前

町 宮 市 が 形 成 さ れ 、 商 業 の 中 心

地 と し て 発 展 し 、 防 府 の ま ち づ

くりの礎を築きました。  



 近世に入ると、 毛利水軍の拠点が 三田尻に置かれ、 軍港・商港として 栄

え藩の表玄関とな りました。また、 藩の産業振興政策 として、市の南部 を

中心に開作（干拓）が行われ、大規模な入浜式塩田や田畑が築かれました。

製塩は最盛期には、全国第二位の生産高を誇りました。  

 明治以降は、鉄 道の開通や大規模 な工場の立地など 、交通・産業の発 展

が進み、昭和１１ 年８月に市政を発 行しました。昭和 ３５年の塩田廃止 後

は、国の指定を受 け、広大な塩田跡 地に多くの企業が 進出し、工業のま ち

として発展を遂げています。  

 

２  調査事項について  

「移住定住促進について」  

 

 「防府市まち・ ひと・しごと創生 総合戦略」は、人 口の将来展望の達 成

に向けた最初の５ カ年（平成２７年 度から平成３１年 度）における基本 目

標 や 具 体 的 な 施 策 を 定 め 、 人 口 減 少 と い う 課 題 に 正 面 か ら 向 き 合 い 、「 産

み・育む」「学ぶ」「働く」「住む」「 創る」の好循環を 形成できるよう横 断

的に推進する取り組みを展開しています。  

 具体的な取り組みとして  

 （１）移住・定住に向けた高揚の創出  

 ①防府テクノタウンの開発と企業誘致  

  閉鎖されたＪ Ｔ防府工場跡地に ついて、ダイワハ ウスが一括購入し 、

市と企業誘致に 向 けた協定を交わ し 、画期的な手法に より、着々とテ ク

ノタウンの開発が進んでいます。  

 ②中心市街地へのサテライトオフィス誘致  

  暮らしやすさ 、働きやすさをア ピールし、クラウ ド環境の提供や空 き

オフィス情報の提供と家賃補助、合同オフィスの利用で初期費用支援等、

防府市への進出を応援しており、名古屋の IT 企業が進出の実績がありま

す。  



 ③若者地元定住事業「Ｈｏｆｕｌｌ（ホウフル）」  

  防府市企業ガ イドブックを商工 会議所に委託し作 成しており、若者 向

けに市内企業１ ４ ３社の紹介、ス マ ホから簡単アクセ ス可能な検索サ イ

トで仕事やイベント情報等を発信しています。  

  市の商工振興 課と商工会議所は 日常から連携を取 り、相互に協力し て

います。  

 ④創業支援センター  

  創業を目指す方や創業間もない方を支援しています。  

 ⑤女性の活躍応援・人材確保支援事業  

  交付金を活用 して‘ほうふ女性 しごと応援テラス ’を開設し、自分 ら

しく働くために、就職準備段階に寄り添ったサポートをしています。  

      

 （２）ＵＪＩターンの促進  

 ①情報の発信  

  移住検討者へ 、年４回防府市の 求人情報や定住促 進住宅バンク登録 物

件一覧、イベン ト 情報等を送付し て いますが、この方 法での継続を検 討

中とのことでした。  

  また、防府市 ＨＰ内の「ほうふ ＵＪＩターン支援 サイト」などイン タ

ーネットを通して発信し、「防府市幸せます移住計画」を活用しての情報

提供も行っています。  

 ②ほうふ・スマイル・ジョブ  

  移住希望者向けの就支援事業を実施しています。  

 ③防府市定住促進住宅バンク  

  市内の売買・ 賃貸物件の情報を 閲覧できるように しており、移住者 に

向けた物件を別に紹介しています。  

 ④防府市移住希望者市内案内業務  

  防府市へ移住 をお考えの方に市 内を案内します。 あわせて仕事の相 談



や就農の体験、移住の下見に係る交通費補助なども行っています。  

  山口県の方言 である「幸 せ ます」は、「幸いです 。うれしく思いま す。

助かります。ありがたいです。便利です。」の意味を持って使用されてい

ますが、まさに“幸せます”のまち防府の創造を目指しています。  

  



３  所  感  

 

 防府市では 、 地 域で 「ひ と 」を つ くり 、そ の 「ひ と 」が 「し ご と」 を つ

くり、「まち」をつくるという流れを確立していくために、防府の未来を切

り拓いていく人材 を育み続けるとと ともに、５０年後 を見据えて長期的 に

戦略を深化させて いくとの意気込み のもと、様々な施 策に取り組んでい ま

した。  

 住んでもらうに は、まずは仕事！ ！と、  働く場所 や仕事を創出し、 情

報発信など熱心に 努められています 。なかでも、防府 テクノタウンは、 職

員の社会人採用枠 があり、民間企業 経験者のノウハウ を活かした手法で あ

り、サテライトオ フィスという視点 も興味深く、サテ ライトオフィス進 出

検討企業のリサー チをするなど、学 校後施設や空き店 舗等を活用と絡め て

都心に近く、暮らしやすい本市での展開も考えられます。  

 定住促進住宅バ ンクでは、空き家 のほか、宅建防府 支部のサイトにリ ン

クすることで、市 内物件が一元化し て閲覧できること は定住に繋がりや す

いと感じました。  

 移住希望者・若 者・女性を含めタ ーゲットを広げた 支援や情報発信を 行

ない、地域で「ひ と」をつくり、地 域に「ひと」を呼 ぶために試行錯誤 し

ながら、様々な施 策に挑戦しておら れました。多くの 自治体で人口減少 し

ている中、防府市 は微減に止まって おり、転出者は減 少傾向とのこと、 課

題はあるものの、一定の成果を得ているのではないでしょうか。  

 

 

 

 

 

 

 



山口県山口市  

 

日時：平成３１年１月２３日（水）午前９時００分から午前１１時３０分  

場所：山口市役所  

出席者：山口市議会  

    議長  坂井  芳浩  

    議会事務局  調査担当  金田  貴之  

    山口市役所  

    都市整備部  交通政策課  交通政策担当  主幹  田邉  幸治  

 

１  山口市の概要について  

 ※（  ）内は君津市  

人口：１９５，５６１人（８５，０００）  

面積：１０２３．２３㎢（３１８）  

一般会計：８７１億（３２８）  

議員数：３４名（２４）  

 

 山口市は、山口県の中央部に位置し、南は瀬戸内海に面し、東は防府市、

周南市、西は美祢 市、宇部市、北は 萩市、さらに島根 県津和爾町、𠮷賀 町

に接しています。  

 広域交通網が東 西南北に走り、県 内の主要な都市に １時間以内で異動 で

きるとともに、高 速自動車道や山陽 新幹線、山口宇部 空港といった高速 交

通網との接続の便もよく広域交流の拠点としての優位性を有しています。  

 山口は、１４世 紀（１３６０年） の頃、大内氏中興 の英俊２４代弘世 が

京都に模して、ま ちづくりをしたこ とに始まると伝え られています。そ の

子義弘は、周防、 長門、石見、宝前 、和泉、紀伊の６ カ国の大守となり 、

朝鮮との修好にも力を注ぎ、本拠山口は繁華を極め、文化は富に栄えた後、

衰退、再び繁栄、 明治４年には廃藩 置県により県庁が 置かれ、地方首都 と



して今日に至ります。  

 近年では、平成 の大合併により、 県中核都市の実現 を目指し、平成１ ７

年１０月１日に近 隣４町（小郡町、 秋穂町、阿知須町 、徳地町）と新設 合

併し、市域面積１ ０２３．２３㎢の 新たな山口市が誕 生しました。さら に

平成２２年１月に阿東町を編入しました。  

 

２  調査事項について  

「地域住民主体の公共交通体系について」    

 

基本理念 

～子や孫の代まで続く公共交通にしよう～ 

創ろう！守ろう！みんなの公共交通 

 市民誰もが生き生きと安心して住み続けられるよう、市民、事

業者、行政が協働して、持続的な公共交通を創り守ることにより、

クルマに頼りすぎない交通まちづくりを目指します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 山口市は、広大 な市域を有し、非 効率な都市構造、 高齢化の進展によ る

社会福祉費の増加 、都市のスプロー ル化などの課題に 伴い、持続可能な ま

ちづくりへ政策転換をおこなっています。  

 基幹交通である 鉄道、路線バスは 交通事業者が主体 であり、行政主体 の

バス運行では、移 動手段のない地域 から不公平感の声 があるものの、コ ミ

ュニティバスを網 羅するには限界が あることから、み んなで創り育てる 新

たな交通政策へと転換を図っていきます。  

 山口市交通まち づくり委員会を設 置。行政は、資料 提供のみに徹し、 委

員会メンバーで山 口市の公共交通の あり方を検討し、 できる限り市民意 見

を反映させ、検討段階から市民や事業者とともに考えていきました。  

 みんなで役割分 担をして長続きす る公共交通体系を 考え、創るために 、

市民アンケートの 実施や地域勉強会 の開催、第三者の 参加で専門的、客 観

的な意見により住民の理解が進んでいます。  

 

①コミュニティタクシー  

平成１９年５月  

 コミュニティタ クシーモデル地域 募集を行ない、１ １地域で検討会を 実

施後にニーズ調査を経て５地域が応募しました。  

 

◎広報等で募集内容として  

 モデル地域では 、地域の皆さんが 中心となって、交 通専門家、市と協 働

しながら、運行ル ート、便数、運賃 、地域の協力方法 、マイカー利用も 含

めた利用推進方法 などの運行計画を 作成し、地域の実 情に合わせ、市が 運

行経費を助成する など、役割分担を 決め、運行開始し ます。実証運行の 結

果により、本格運行へ移行を検討します。  

 

 １年間の実証運 行後、本格運行で は、交通不便地域 、高齢化率、地域 主



体、地域の協力、 収支率、乗車率等 の基準があり、み んなで議論して改 善

していきます。  

 現在７地域で、地域主体のコミュニティタクシーが運行中です。  

 運行は地域運営組織、運行事業者、行政の３者で、地域事情を一番知る

地域が主体となり、交通事業者や行政がともに協働して創り育てられてい

ます。それぞれの役割分担は以下の通りであります。  

a）地域運営組織  

 運行計画の地元調整と決定、利用者ニーズ把握、広報発行、委託料の支

払い等会計事務、時刻表作成・配布、バス停の維持管理  

b）運行事業者  

 安全かつ確実な輸送、利用者のニーズ吸い上げ、運行に関する法律手続

き  

c）行政  

 運行に関する補助金支出、運行計画や利用促進活動検討に関する提案、

法律手続き等支援  

 

 地域主体のメリ ットとして・・・ ルートやダイヤ、 バス停などに地域 の

実情を反映させや すいことや、地域 に貢献したい身近 な事業者の参加も 促

すことができたり 、愛着が持たれ、 みんなが利用する ようになり、交通 を

介して地域づくりや連帯感が強まるなどがあげられます。  

 

◎今後の課題とし て・・・高齢者の 比率は増えつつも 、全体の人口は減 少

し、利用者が減少 する可能性が大き いこと、免許保持 者の増加で高齢に な

っても免許を手放 さず、コミタクの 利用が期待できな い、地域や事業者 の

後継者不足による担い手不足などがあげられます。  

◎今後の取り組みとして・・・生活圏をふまえた運行形態に関する研究や、

運行基準や運行体制の見直しを検討していく必要があります。  



②グループタクシー  

平成２０年１０月～実証実験  

平成２４年４月～本格実施  

 人口密度が低く 高齢化が進むなど 、コミュニティタ クシーの運行が難 し

い交通不便地域に 住む交通弱者に対 して、タクシー利 用券を交付し、買 い

物や通院など日常 生活における移動 負担の軽減を図る とともに、一般タ ク

シーの共同利用に よる地域コミュニ ティの活性化を図 るために導入しま し

た。  

 交付要件は、年 齢６５歳以上の方 、最寄りの公共交 通機関から１㎞（ ７

５歳以上の方は７ ００ｍ）以上離れ ている方で、４人 以上のグループで 申

請します。  

 タクシー運賃から利用券の額を差し引いた運賃を現金で負担します。  

 利用者の声とし て、いざというと きにタクシーを呼 べる安心感、誰か に

頼まず出かけられ る、地元のタクシ ー会社の顔なじみ の運転手で信頼で き

るなどが挙げられています。  

 新たに運行の開 始や、増便や運行 終了などにより、 運行促進事業費は ほ

ぼ横ばいで推移しています。  

 こ の ほ か 、 公 共 交 通 マ ッ プ や 山

口 市 総 合 時 刻 表 を 作 成 や 、 公 共 交

通 を 利 用 す る 動 機 付 け と な る チ ラ

シ 配 布 ・ イ ベ ン ト ・ 市 内 一 斉 ノ ー

マ イ カ ー デ ー の 実 施 な ど 、 市 民 意

識の高揚を図っています。  

 

  



３  所  感  

 
 少子高齢化 や こ れか ら進 み ゆく 人 口減 少な ど 、社 会 環境 は刻 々 と変 化 し

ていますので、将 来的に市民の生活 を守る公共交通が どうあるべきか、 今

後ますます大きな課題となってきます。  

 山口市の広 大 な 市域 全体 を 一つ の 仕組 みで カ バー す るこ とは 非 現実 的 で

あり、基幹交通と 地域内交通を役割 分担させた仕組み 作りは地域の特性 を

よく把握したもの であると感じまし た。平成２１年か ら自治会ごとに「 地

域づくり協議会」 を設置し、地域づ くり計画を策定し 、定期的な協議会 の

開催は、地域の課題や要望を把握する良い仕組みとなっています。  

 コミュニテ ィ タ クシ ーは 地 域が ど のよ うに 関 わっ て いる のか 大 変興 味 を

持ちました。検討 段階から本当にな いと困るのか？な ど、徹底した住民 主

体の議論が行われ た結果、実質的に 主体となって運営 ができることは、 交

通を介して地域づ くりや地域の連帯 感が強まり、喜ば れていると感じま し

た。一方で、各地 域がコミタクを守 っていくために、 収支率等を意識し な

がら運営している ものの、課題に挙 げたように、今後 の利用者について 推

計しがたく、維持に当たり市の負担増も懸念されます。  

 グ ル ー プ タ ク シ

ー はコ ミ ュ ニテ ィ

タ クシ ー か ら生 ま

れ た施 策 と して 、

コ ミュ ニ テ ィタ ク

シ ーよ り 更 に需 要

が 少な く 道 路も 狭

い 地域 を カ バー す

る 、き め 細 かな 取

り 組み で あ り、 許

認 可な ど 運 行の た



めの手続きも煩雑 でなく、今後広が っていくのではな いかとの印象を持 ち

ました。  

山口市と君津市 で は、市域も人口 等 も異なるため、山 口市の方式がそ の

まま君津市に適用 できるわけではな いですが、仕組み 作りの方法や条件 設

定など、大変参考 になる視察となり ましたので、今後 の本市の公共交通 政

策に役立てていきたいと思います。  


